
法 人 番 号 の 指 定 対 象 ～概要～
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健康保険組合、
土地改良区、
企業年金基金、
外国法人など
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PTAなどの
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※１
国内に本店又は
主たる事務所を
有する法人

※２
国税通則法第124条第１項に規定する税務書類
を提出する者 又は
その者から当該税務書類に記載するため必要が
あるとして法人番号の提供を求められた者

指定
対象外

個人事業者、
有限責任事
業組合、
民法上の組
合など

指定
対象外

法人格あり 法人格なし

設立の登記あり 設立の登記なし

（注） 部分は、法務省から提供される登記情報又は税務署に提出された届出書などに基づき、法人番号を指定します。（法39①）
部分は、上記要件（※１又は※２）に該当する者が、国税庁長官に届け出ることにより、法人番号が指定されます。（法39②）

・株式会社
・合名会社
・合資会社
・合同会社
・一般社団法人
・一般財団法人
・公益社団法人
・公益財団法人
・学校法人
・宗教法人
・税理士法人
・管理組合法人
・特定非営利活動法人（NPO）
・医療法人
・社会福祉法人
など

ボランティアで運
営される人格のな
い社団等が出版物
を発行し、原稿料
やデザイン料を払
うケースなど

税法上の届出書を提出することとされていない設立
登記のない法人又は人格のない社団等であって、以下
の要件（※１又は※２）に該当する者のうち国税庁長
官に届け出た者

上記に該当しない設立登記の
ない法人、人格のない社団等

設立登記のない法人又は人格のない社団等であって、
以下の税法上の届出書等を提出することとされている者

・ 給与支払事務所等の開設届出書（所得税法第230条）

・ 法人設立届出書（法人税法第148条）

・ 外国普通法人となった旨の届出書（法人税法第149条）

・ 収益事業開始届出書（法人税法第150条）

・ 消費税課税事業者届出書、消費税の新設法人に該
当する旨の届出書又は消費税の特定新規設立法人に
該当する旨の届出書（消費税法第57条）
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